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論文要旨
在宅居住前期高齢者 (65 歳～ 74 歳 ) を対象とし、収入につながる就労状態と生命予後との関連を検討し、就

労状態別にみた生命予後との関連要因を明らかにすることを研究目的とした。
関東地域の都市郊外である A 市に居住する高齢者 20,938 名を対象とし、2004 年 9 月に郵送配布回収方式

による自記式質問紙調査を行った。有効回答者は 13,407 名であった。分析対象者は、この有効回答者に対し、
2007年までの3年間の生存状況を追跡調査した。後期高齢者4,537名、要支援・要介護者1,210名、欠損項目があっ
た 143 名、3 年間の転居者 501 名、ID 不明者 73 名の合計 6,464 名を除いた在宅前期高齢者 6,943 名とした。３
年間の死亡者は 914 名である。

累積生存率は、男女とも、就労高齢者に比べ、無就労高齢者が統計学上有意に低下することが示された。就
労状態別にみた Cox 比例ハザードモデルを用いた分析結果では、死亡ハザード比は、65 歳～ 69 歳群に対して、
70 歳～ 74 歳の就労群では 3.55(P<0.001)、無就労群では 2.26(P<0.001)、主観的健康感の高群に対して、低群で
は、就労群で 4.32(P<0.001)、無就労群で 2.39(P<0.001) と統計学上有意に高いことが示された。一方、無就労
群では ADL（日常生活動作能力）の低群で 1.54(P<0.05)、治療中の疾病がある群で 1.35(P<0.05) と死亡ハザー
ドは統計学上有意に高いことが示された。それに対して就労群では、統計学上有意差がみられなかった。よっ
て、都市部高齢者の生存は年齢、主観的健康感と強く関連していた。また無就労高齢群の生存は ADL の低下、
疾病による影響と統計上有意に関連していたが、就労高齢群では、統計上有意な関連が見られなかった。

Abstract
The aim of this study was to clarify the relationship between the three-year cumulative survival rate 

according to job and income, and the factors related to cumulative survival rate in urban dwellers aged 65-74 
years.

A questionnaire survey was sent to all 20,938 elderly urban dwellers 65 years old or more in City A in 
September, 2004. A follow-up survey was carried out in September, 2007 with an item about survival status. 
The subjects of analysis in the study were 6,943 independent dwellers who were under 75 years old and not 
using long-term care insurance, excluding those who had moved out of the area during the three years and 
those whose ID number was unknown. The total number of deaths was 914 during three follow-up years.

The cumulative survival rate was found to be significantly lower among non-working elderly than among 
those working with income. Cox’s proportional hazards regression model was used to estimate the hazard 
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１．はじめに
日本人の平均寿命を世界各国と比較すると、70 年

代以後、女性は 20 年連続して世界 1 位であり、男性
は 2004 年時点で第 2 位である。世界保健機関（WHO）
が示した新しい健康指標である健康寿命でも、日本は
平均寿命とともに世界１位である 1)。一方、欧米諸国
の就労率と比較してみると、日本の高齢就労者の割合
は他の欧米諸国よりも高い特性がみられる。健康寿命
の延びに伴って、高齢者が社会において役割を発揮し、
健康で過ごせる時間が伸びたものと考えられる。日本
の高齢者の健康長寿を国際的にみると、最も高い水準
であり、今後とも維持していくためには、就労を含む
多様なライフスタイルや個々人の生活特性に応じた対
応が求められている。

森本 1) らは、高齢者の健康指標は、平均寿命、死亡
統計、有病率といった客観的側面と共に、主観的側面
の両面から把握されなければならないことを指摘し、
和田 2) は、高齢者の就労率の伸びは寿命にも良い影響
があり、高齢者が就労を長く続けることにより、健康
に良い影響を与えている可能性を報告している。山田
ら 3) は、オランダのアムステルダム近郊で行われた約
2,400 人の地域高齢者の調査によって、知的機能を保
つことが長寿に大きく寄与することを報告している。
総務省統計局「労働力調査」4) により、都道府県別に
65 歳以上の要介護認定者割合と 65 歳以上の就業割合
との関連をみると、逆相関の関係がみられている。高
齢者の就労率が高い都道府県では、要介護率が少なく
なる関連性が示唆される。

小川 5) によると、少なくとも 75 歳くらいまでは、
知的能力の安定度が高く、予備能力もあり、肉体的ま
た精神的にも重労働でなければ十分実用レベルを維持
できることから、働くには十分に健康であることを報
告している。和田 6) は、高齢者が短時間の労働をする

ことで、体力と共に知的レベルを維持することにつな
がり、健康にとって好ましいことを報告している。こ
のように、就労を続けることによって、健康寿命を維
持させる可能性がある調査研究が報告されている。

しかしながら、これまでの先行研究では、収入のあ
る就労状態別に高齢者の累積生存率の関連を分析した
研究報告はされていないばかりか、日常生活を含む関
連要因と生命予後との関連を、就労状態別に明らかに
した実証追跡研究も報告されていない。

そこで、本研究では、前期高齢者を対象とし、就
労と累積生存率との関連を明確し、同時に就労状態別
にみた生存への規定要因の違いを明らかにすることに
よって、生存に寄与する就労の意義を明らかにするこ
とを研究目的とした。

２．研究目的と研究方法

２－１．調査方法と調査対象者
本研究調査地域は、都市郊外ニュータウン A 市であ

る。A 市に居住する高齢者 20,938 名を対象とし、2004
年 9 月に郵送配布回収方式による自記式質問紙調査を
行った。有効回答者は 13,407 名であった。三年後の
2007 年 9 月に生存状況を含めて追跡調査を実施した。
調査趣旨を明確にした市長の挨拶と共に、本人による
アンケート記載が難しい場合は、家族ないし知人によ
る代理回答を依頼した。調査は、東京都立大学大学院
都市科学研究科倫理委員会の承諾を得て実施した。

本研究の分析対象者は、2004 年のデータに基づき、
後期高齢者 4,537 名、要支援・要介護者 1,210 名、及
び欠損項目である 143 名、また三年間の転居者 501 名、
ID 不明 73 名の合計、6,464 名を除いた在宅前期高齢
者 6,943 名であった。

ratio for total mortality.
The analysis using the hazards regression model showed the following: The hazard ratio for age of 70-74 years 

old was 3.55 (P<0.001) for working dwellers and 2.26 (P<0.001) for non-working dwellers. The hazard ratio for low-
subjective health was 4.32 (P<0.001) for working dwellerse and 2.39 (P<0.001) for non-working dwellers. And the 
hazard ratio for low-ADL was 1.54 (P<0.05) and for having an illness 1.35 (P<0.05) for non-working dwellers.

We found that mortality was correlated with age and subjective health in general. Mortality was also correlated 
with low-ADL and having an illness for non-working dwellers; however, the correlation with low-ADL and illness 
was not observed in working-dwellers. 

キーワード： 都市部在宅前期高齢者　就労状態　累積生存率　比例ハザードモデル
KEY WORDS:　Urban younger elderly dwellers　  Working status
　　　　　　  　Cumulative survival rate   Hazards regression model
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２－２．質問項目の設定
本研究の調査項目は、年齢、ADL 得点、治療中の

疾病の有無、仕事以外の趣味、経済的満足感、主観的
健康感であった。就労状態については、「現在、収入
があるお仕事をしていますか」と質問し、はいと回答
した者は「就労群」、いいえと回答した者は「無就労
群」と再定義した。ADL 得点は、「自分でトイレに行
けるか」、「自分でお風呂に入れるか」、「続けて 1 キロ
ぐらい歩けるか」３質問項目の回答得点から、「低群」(0
～ 2 点 )、「高群」(3 点 ) に分けた。治療中の疾病の有
無は、「現在治療を受けていますか」と質問し、高血圧、
糖尿病、肝臓病、高脂血症、がんの 5 選択肢から、「有
病群」（1 ～ 5 点）、「無病群」（0 点）に分けた。仕事
以外の趣味の得点は、「生きがいや趣味がありますか」
と質問し、運動・スポーツ、散歩など体を動かす、趣
味・娯楽・読書など、知人や友人・近所とのつきあい、
サークル・地域活動、旅行、家族との団らん、仕事、孫、
ひ孫の世話、生涯学習、家庭菜園、園芸、森とふれあい、
ハイキング、登山の 15 項目の得点から、「低群」(0 ～
3 点 ),「高群」(3 点以上 ) に分けた。経済的満足感は、「経
済的に満足していますか」と質問し、はいと回答した
者は「満足群」、いいえと回答した者は「満足しない群」
にした。主観的健康感は、「自分が健康だと思いますか」
と質問し、健康である、まあまあ健康である、あまり
健康ではない、健康ではないと４選択肢で得られた回
答から、健康である、まあまあ健康であるを「健康で
ある群」、あまり健康ではない、健康ではないを「健
康でない群」に分けた。

２－３．研究方法
分析は、就労状態と各予測要因との関連を明確する

ため、χ 2 検定を性別に行った。次に、Kaplan  Meier
生存分析を用いて、就労状態別に累積生存率を明確し
た。さらに Cox 比例ハザードモデルを用いて、性別、
就労状態別に各要因の死亡ハザード比を解析した。統
計解析には SPSS11.0J for Windows を用い、統計学的
有意差検定は 5％以下を有意と判断した。

３．研究結果
研究結果は、３－１．性別・就労状態別にみた対象

者の実態、３－２．Kaplan-Meier 分析による就労状態
別にみた累積生存率、３－３．性別にみた Cox 比例ハ
ザードモデルによる死亡ハザード比、３－４．就労状
態別にみた Cox 比例ハザードモデルによる死亡ハザー
ド比について述べる。

３－１．性別・就労状態別にみた対象者の実態
就労状態は、年齢、ADL 得点、仕事以外の趣味の

得点、主観的健康感と統計学上有意な関連が男女とも
みられた。つまり就労している高齢者は、65 歳～ 69
歳 (P<0.001/P<0.001 以下 / で男女を示す )、ADL 得点
が高群 (P<0.05/P<0.001)、仕事以外の趣味の得点が高
群 (P<0.001/P<0.01)、主観的健康である群 (P<0.001/
P<0.001) が、統計学上有意に多かった。

就労している男性高齢者では、治療中の疾病がない
人の割合 (P<0.05) が有意に多い傾向が示された。しか
しながら、女性だけでは統計学上有意な関連は見られ
なかった。経済的満足感と就労状態との関連は、男女
とも、統計学上有意差が認められなかった ( 表 1)。

 

人 % 人 % 人 % 人 %

年　齢 70-74歳 198 ( 22.53 ) 1,070 ( 42.63 ) 106 ( 26.63 ) 1,408 ( 44.61 )

65-69歳 681 ( 77.47 ) 1,440 ( 57.37 ) 292 ( 73.37 ) 1,748 ( 55.39 )

ＡＤＬ得点 低群 71 ( 8.08 ) 278 ( 11.08 ) 51 ( 12.81 ) 644 ( 20.41 )

高群 804 ( 91.47 ) 2,216 ( 88.29 ) 347 ( 87.19 ) 2,495 ( 79.06 )

不明者 4 ( 0.46 ) 16 ( 0.64 ) - ( - ) 17 ( 0.54 )

治療中の病気の有無 有病群 403 ( 45.85 ) 1,265 ( 50.40 ) 178 ( 44.72 ) 1,516 ( 48.04 )

無病群 476 ( 54.15 ) 1,245 ( 49.60 ) 220 ( 55.28 ) 1,640 ( 51.96 )

仕事以外の趣味得点 低群 504 ( 57.34 ) 1,549 ( 61.71 ) 230 ( 57.79 ) 2,004 ( 63.50 )

高群 327 ( 37.20 ) 738 ( 29.40 ) 138 ( 34.67 ) 820 ( 25.98

不明者 48 ( 5.46 ) 223 ( 8.88 ) 30 ( 7.54 ) 332 ( 10.52 )

経済的満足感 満足ではない群 276 ( 31.40 ) 805 ( 32.07 ) 100 ( 25.13 ) 924 ( 29.28 )

満足である群 593 ( 67.46 ) 1,660 ( 66.14 ) 289 ( 72.61 ) 2,139 ( 67.78 )

不明者 10 ( 1.14 ) 45 ( 1.79 ) 9 ( 2.26 ) 93 ( 2.95 )

主観的健康感 健康ではない群 96 ( 10.92 ) 430 ( 17.13 ) 33 ( 8.29 ) 584 ( 18.50 )

健康である群 783 ( 89.08 ) 2,080 ( 82.87 ) 365 ( 91.71 ) 2,572 ( 81.50 )
0.000 0.000

0.000 0.001

0.370 0.142

0.011 0.116

表１　性別にみた就労状態と各要因との関連　(n=6,943)

項　目 カテゴリー

0.000

男性　(n=3,389) 女性 　(n=3,554)

就労群
p値

無就労群 就労群 無就労群

0.000

p値

0.000

0.034
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３－２．�Kaplan-Meier 分析による就労状態別に

みた累積生存率
就労状態別にみた三年間の累積生存率を分析する

と、「就労群」と「無就労群」間で生存曲線の交差が
見られなかったことから、生命予後との因果関係を示
唆する量―反応関係 (dose-response relationship) が認
められた。「就労群」に比べ、「無就労群」は、累積生
存が統計学上有意に低下する傾向が見られた。一方、
性別に累積生存率を比較すると、男性「無就労群」で
は、三年間の生存が 10％低下する傾向が見られるの
に比べ、女性「無就労群」では、三年間で生存率は約
5%しか低下しないことが明らかになった ( 図 1)。

３－３．�性別にみたCox 比例ハザードモデルに

よる死亡ハザード比
自分でコントロールできない要因である年齢と、統

計学上男女ともに有意な関連が見られなかった経済的
満足感２つの要因を除き、ADL 得点、治療中の疾病
の有無、仕事以外の趣味得点、主観的健康感及び就労
状態について、性別に死亡ハザード比を求めた。その
結果、ADL 得点の高群に比べ、低群の死亡ハザード
比は、男性では 2.08(P<0.001)、女性では 2.10(P<0.001)
であった。治療中の疾病がある群に比べ、治療中の疾
病がない群の死亡ハザード比は、女性では統計学上有
意な差が見られなったものの、男性では 1.57(P<0.001)
であった。仕事以外の趣味が多い群に比べ、少ない群
の死亡ハザード比は、女性では有意な差が見られな
かったものの、男性では 1.65(P<0.05) であった。主観
的に健康である群に比べ、主観的に健康ではない群の
死亡ハザード比は、男性 2.81(P<0.001)、女性 1.98(P<0.05)
であった。

次に就労状態別に分析すると、就労していない群
に比べ、就労している群の死亡ハザード比は、女性

 

ＨＲ P値 ＨＲ P値

ADL得点 高群 1.00 1.00

低群 2.08 1.45 - 2.99 0.00 2.10 1.33 - 3.32 0.00

治療中の疾病の有無 無病群 1.00 1.00

有病群 1.57 1.16 - 2.12 0.00 0.93 0.61 - 1.41 0.72

仕事以外の趣味得点 趣味が多い群 1.00 1.00

趣味が少ない群 1.65 1.14 - 2.40 0.01 1.45 0.85 - 2.49 0.18

主観的健康感 健康ではある群 1.00 1.00

健康ではない群 2.81 2.04 - 3.87 0.00 1.98 1.23 - 3.18 0.01

就労有無 就労群 1.00 1.00

非就労群 1.61 1.08 - 2.38 0.02 1.84 0.74 - 4.55 0.19

ハザード比、95％ＣＩ：９５％信頼区間

従属変数：0；生存１；死亡

95％ＣＩ 95％ＣＩ

表2　男女別にみた各項目の死亡ハザード比

男　性(N=3,389) 女　性 (N=3,554)
項目 カテゴリー

図１ 男女別にみた就労状態二群分けた生存曲線

男 性

生存日数
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女　性

生存日数

120010008006004002000
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では有意な差が見られなかったものの、男性では 1.61
（P<0.05）であった。よって、男女ともに、ADL が低
下するほど、主観的健康感が低下するほど、死亡リス
クが高くなる一方、男性の死亡リスクは､ 治療中の疾
病、仕事以外の趣味の得点、就労の有無と統計学上有
意に関連する傾向が示された。

３－４．�就労状態別にみたCox 比例ハザードモ

デルによる死亡ハザード比
年齢、ADL 得点、治療中の疾病の有無、仕事以

外の趣味得点、経済的満足感それに主観的満足感を
用いて、就労状態別に死亡ハザード比を分析した結
果、65 歳～ 69 歳の者に比べ、70 歳～ 74 歳の人の死
亡ハザード比は、就労群は 3.55(P<0.001)、無就労群は
2.26(P<0.001) であった。ADL 得点の高群に比べ、低
群の死亡ハザード比は、就労群では有意ではなかった
ものの、無就労群は 1.54(P<0.05) であった。治療中の
疾病がない群に比べ、ある群の死亡ハザード比は、就
労群では有意な関連が見られなかったものの、無就労
群は、1.35(P<0.05) であった。主観的健康である人に
比べ、主観的健康ではない人の死亡ハザード比は、就
労群は 4.32(P<0.001)、無就労群は 2.39(P<0.001) であっ
た。仕事以外の趣味の得点と経済的満足感は、就労有
無両群ともに死亡ハザード比と統計学上有意な差が認
められなかった。

よって、就労の有無を問わず、加齢と共に主観的健
康感の低下群では、死亡リスクが高まることが示され
た。就労群での生存関連要因として、ADL や疾病の
有無が有意な関連がみられなかったことから、収入に
つながる就労を継続することによって、ADL の低下

や疾病による生存率を低下させる影響を和らげられる
可能性が推定された。

４．考　察

４－１．就労との関連要因
本調査により、収入につながる就労をしている高齢

者は、65 歳～ 69 歳である者、ADL 得点が高く、治
療中の疾病がなく、仕事以外の趣味が多く、主観的に
健康である者の割合が統計学上有意に多いことが示唆
された。高齢者の就労と健康において、山下 7) は、高
齢者精神的な健康に影響を及ぼす要因として、特に社
会的活動の影響が大きいことを、岡戸ら 8) は、社会的
な関係性を保つことが生存維持に繋がる知見を得てい
た。アメリカの調査によると、高齢者の社会・経済的
地位と主観的幸福感は正の相関があり、Larson9) らは、
高齢者就労は、主観的 QOL と関係が高いことを報告
し、Rowe ら 10) は、幸福な老いを構成する３つの要素は、
社会的活動や生産的な活動にかかわる生活、疾病や障
害が少ないこと及び身体・認識機能が良好であること
を指摘していた。本研究の分析結果は、これらの先行
研究 7-10) が、収入のある就労の場合でもほぼ同様であ
る傾向を支持していると考えられた。

４－２．就労状態と累積生存率
就労状態別にみた累積生存率は、男女とも「就労群」

より「無就労群」が低下し、生存率の低下度は、女性
に比べ男性高齢者で高い傾向が示された。労働力調査 4)

によると、高齢者の就労が高まることによって、間接
的に寝たきりを予防する可能性があることが報告され
ていた。高齢者の市町村別にみた有業率と要介護率と

 

HR p値 HR p値

年 齢 65歳～69歳 1.00 1.00

70歳～74歳 3.55 1.79 - 7.04 0.00 2.26 1.71 - 2.98 0.00

ＡＤL得点 高群 1.00 1.00

低群 1.35 0.55 - 3.30 0.51 1.54 1.14 - 2.10 0.01

治療中の病気の有無 無病群 1.00 1.00

有病群 0.98 0.50 - 1.92 0.96 1.35 1.03 - 1.76 0.03

仕事以外の趣味得点 高群 1.00 1.00

低群 1.58 0.74 - 3.40 0.24 1.39 1.00 - 1.95 0.05

経済的満足感 満足している群 1.00 1.00

満足していない群 0.38 0.15 - 1.01 0.05 1.03 0.77 - 1.37 0.86

主観的健康感 健康である群 1.00 1.00

健康ではない群 4.32 1.99 - 9.34 0.00 2.39 1.79 - 3.21 0.00

表３　　就労状態別にみた各項目の死亡ハザード比

項　目 カテゴリー

従属変数：生存：０，死亡：１

95% ＣＩ

就労群　(n=1,277) 無就労群　(n=5,666)

HR:ハザード比、95%CI:95%信頼区間

95% ＣＩ
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の関連を実証する研究では、男性の農業従事者割合が
多い自治体ほど、健康寿命が長いという結果が示され、
高齢になっても仕事を続けられることのできる環境が
あれば目的意識や生きがいを持ちつづけ、結果的に要
介護を予防できる可能性が報告 29) されていた。

本研究の新規性は、都市部高齢者を追跡するコホー
ト研究によって、就労と生存との関連を明確にすると
ともに、生存を維持するためには、就労の意義が高い
ことを明らかにしたことである。しかしながら、同様
な先行研究が報告されていないことから、追試による
再現性の確認と共に、サンプリング調査による外的妥
当性の検証が今後の研究課題である。

４－３．�Cox 比例ハザードモデルによる就労状

態と生存の総合解析
（１）性別にみた生存の規定要因

男女ともに、ADL が低下するほど、主観的健康感
が低下するほど、死亡リスクが高くなる一方、男性の
累積生存率は、治療中の疾病、仕事以外の趣味の得点
と、就労有無に有意に関連することが示された。森本
ら 15, 16) の研究では、主観的健康感は、何らかの疾病に
罹患しやすい高齢者の健康を考慮した健康指標の一つ
であり、死亡率や疾病有病率といった客観的健康指標
だけでは捉えられない健康の質的な側面に関する情報
を比較的簡便に把握できる妥当性の高い新しい健康指
標の一つである可能性を報告し、Kaplan ら 17) による
16 歳以上の住民 6,921 人を対象に行った追跡調査では、
健康状態が優れない者と健康状態が優れている者に比
べて男性 2 倍、女性で 5 倍死亡率が高く、主観的健康
感の低い人は死亡率が高いことが報告されていた。藤
田ら 28) は、全国の異なる３地域で無作為抽出した高齢
者を対象に２年間追跡し、日常生活動作能力 (ADL) の
影響をコントロールすれば、主観的健康感が、その後
の死亡を予測する妥当性の高い健康指標であることを
報告していた。

本研究では、男性の死亡リスクは、疾病有無、仕事
以外の趣味、就労有無が有意に関連する一方、女性は
関連がみられなかったことから、女性の生存に繋がる
要因は、本研究の調査では把握できていない他の要因
があるものと考えられる。今後、調査内容を慎重に検
討し、更に詳しく高齢者女性の生活実態を把握し、生
存に影響する要因を究明することは今後の研究課題で
ある。

（２）就労状態別にみた生存の規定要因

加齢と共に、主観的健康感の低下群では、就労状態
と関わらず、死亡リスクが高まることが示唆された。
また、無就労群の死亡ハザード比は、ADL 得点、治
療中の疾病と統計学上有意な差が見られたものの、就
労群の死亡ハザード比は ADL 得点、治療中の疾病と
統計学上有意な差が認められなかった。

和田ら 2) は、前期高齢者は、青年期と同等の体力の
ポテンシャルを持ち、働くには十分健康であり、前期
高齢者は知的能力的にも、精神的な安定度も持ち、肉
体的また精神的にも重労働でなければ十分実用レベル
を維持できることを報告していた。本研究でも、同様
な結果を得られ、これらの研究を支持していると言え
よう。

また、ADL が低下している虚弱高齢者は、健康な
高齢者に比べて、死亡率も高いことが報告されてい
た 18, 19)。高齢者の ADL が低下することと本人の QOL
低下 20) が関連していくことが指摘されている 21)。杉澤
ら 22) は、疾病の発症にあたって、結果的に主観的健康
感が低下し、免疫機能が低下し、疾病悪化を増幅させ
ている可能性が高く、その後の生命予後を低下させる
可能性を示唆していた 22)。

本研究結果は、就労している高齢者では、ADL 低
下や治療中の疾病があることによる死亡ハザード比が
統計学上有意ではなかったことから、就労を続けるこ
とによって、身体機能の低下や疾病による生存率が低
下する影響を和らげる可能性が推定された。本研究に
より、生存を維持させるために就労が大きな役割を持
つ意義が、都市前期高齢者では認められる可能性が示
唆された。

趣味と生存に関して、関 26) は歩行時間に焦点をあて、
1 日の歩行時間が１時間以上の場合には、高齢者の生
命予後に有意な効果があることを指摘し、活動量の多
いグループでは、相対危険度が低下することが報告 23)

されていた。巴山ら 27) の研究でも、散歩や軽い運動と
生命予後との関連性が報告されていた。本研究では、

「無就労群」では、趣味の得点の高群に比べ、低群で
は死亡率が増加する傾向が示されたが、統計学上有意
な差が見られなかった。就労をしていない高齢者では、
趣味や生きがいと思うことが、生存の維持に役立つ可
能性が高いことが推定された。

以上の研究結果を踏まえると、前期高齢者は、就労
を継続することによって、自立心が得られ、社会の一
員であるという自尊心も得られることによって、結果
的に生存が維持されている一方で、無就労高齢者は、
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趣味や生きがいにつながる活動に参加することによっ
て、脳と体を適度に動かし、充実した余生を楽しむこ
とによって、生存維持につながる可能性が推定された。

５．結　語
本研究の結果は、以下のようにまとめられた。
①就労高齢者に比べ、無就労高齢者の累積生存率が

低くなることが明らかになった。
②男女とも、就労の有無を問わず、加齢と共に主観

的健康感の低下群では、死亡ハザード比が高まること
が示された。

③就労群での生存関連要因として、ADL や疾病の
有無が有意な関連がみられなかったことから、収入に
つながる就労を継続することによって、ADL の低下
や疾病による生存率を低下させる影響を和らげられる
可能性が推定された。

よって、高齢者の生存維持を検討する場合には、収
入に繋がる就労の意義に注目すべきことが示唆され
た。高齢者の就労への支援政策や、就労状態別に応じ
た効果的な健康支援や保健活動方策が重要であること
が示唆された。

本研究は、対象者の自己申告による回答であり、収
入の実態を十分に把握した調査研究結果とは言えな
い。また、本研究は生存追跡コホート研究ではあるも
のの、生存と関連要因との因果関係を推定することに
は限界がある。今後は、大規模で詳細な追跡調査を繰
り返すことにより、高齢者の経済状況と生存との関連
性の本質を解明し、就労を含む多くの要因と生存との
因果関係を究明することが研究課題である。
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